（第１号の１様式）
福岡県南広域水道企業団建設工事競争入札参加資格審査申請書
                                                令和　　年　　月　　日
　福岡県南広域水道企業団企業長　殿
　
　福岡県南広域水道企業団の建設工事に係る競争入札に参加したいので、別冊指定の書類を添えて資格の審査を申請します。
　なお、この申請書及びその添付書類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
記
              　　　　　　　　本社（店）住所
                    申請者　  eq \o\ad(商号又は名称,              )                          
　　　　　　　　　　　　　　　eq \o\ad(代表者職氏名,              )
                                    TEL　　　　　　     　　　　　

Fax　　　     　　　　　　　　

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ　　　　　　　　　　　

希望業種（希望順位を記入すること。ただし３業種を限度とする）
	順位
	業種ｺｰﾄﾞ
	業種名
	順位
	業種ｺｰﾄ
	業種名

	
	１００１
	水道施設
	
	１００８
	防水

	
	１００２
	土木一式
	
	１００９
	機械器具設置

	
	１００３
	建築一式
	
	１０１０
	電気通信

	
	１００４
	とび・土工
	
	１０１１
	造園

	
	１００５
	電気
	
	１０１２
	さく井

	
	１００６
	管
	
	１０１３
	しゅんせつ

	
	１００７
	塗装
	
	１０１４
	消防施設


（第２号様式）
委　　任　　状
                                                令和　　年　　月　　日
　福岡県南広域水道企業団企業長　殿
          　　　　　　　　　　住　　　　所
                （委任者）　　商号又は名称                       　 実印
          　　　　　　　　　　代表者職氏名
　私は、下記のものを代理人と定め、次の権限を委任します。
          　　　　　　　　　　住　　　　所
                （受任者）　　商号又は名称                        　印
          　　　　　　　　　　代表者職氏名
１　委任事項
（１）入札及び見積に関すること
（２）契約の締結及び契約の履行に関すること
（３）代金の請求、受領に関すること
（４）保証金の納付・請求・受領に関すること
（５）復代理人の選任に関すること
（６）その他前各号に付帯する一切に関すること
２　委任期間
　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
（第４号様式）
誓　　約　　書
 令和　　年　　月　　日
福岡県南広域水道企業団企業長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
私は、福岡県南広域水道企業団が福岡県南広域水道企業団暴力団排除規則に基づき、公共工事その他の企業団の事務又事業により暴力団を利することとならないように、暴力団員はもとより、暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を入札、契約から排除していることを認識したうえで、暴力団排除に係る条項を含む契約を締結することを了解し、下記事項について、誓約いたします。

なお、これらの事項に反する場合、契約の解除等、貴企業団が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
記
１　次の各号のいずれにも該当しません。
　(1)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。（以下「暴対法」という。）第２条第２号の暴力団員をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（暴対法第２条第６号の暴力団員及び暴力団の構成員とみなされる者をいう。以下同じ。）であるとき。

　(2)　役員等（役員として登記又は届出がされていないが、事実上経営に参画しているものを含む。以下同じ。）が暴力団員等となっているとき。

　(3)　暴力団員等であることを知りながら、暴力団員等を雇用し、又は使用しているとき。

　(4)　暴力団又は暴力団員等であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結したとき。

　(5)　暴力団員等である事実を知らずに、暴力団員等を雇用している場合又は暴力団若しくは暴力団員等である事実を知らずに、その者と下請契約もしくは資材、原材料の購入契約を締結した場合であって、当該事実の判明後すみやかに、解雇に係る手続きや契約の解除など適正な是正措置を行わないとき。

　(6)　自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したとき。

　(7)　暴力団又は暴力団員等に経済上の利益又は便宜を供与したとき。

　(8)　役員等又は使用人が、個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を与える目的をもって、暴力団若しくは暴力団員等を利用したとき、又は暴力団若しくは暴力団員等に経済上の利益若しくは便宜を供与したとき。

　(9)　役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と密接な交際を有し、又は社会的に非難される関係を有しているとき。

２　前項各号に該当する事由の有無の確認のため、役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。

３　福岡県南広域水道企業団建設工事請負契約に係る指名競争入札参加者の指名等要綱に基づく指名停止の措置を受けている者及び第１項各号に該当する者を下請負人（一次及び二次下請け以降すべての下請負人を含む。以下同じ。）としません。

４　第１項各号に該当する者を下請負人（直接下請負人としていない場合を含む。）としていて、福岡県南広域水道企業団から当該下請契約の解除（当該下請契約の当事者でない場合は、当事者に対して解除を求めることを含む。以下「解除等」という。）を求められた場合は、解除等の求めに従います。

第１項第９号の解釈について

「密接な交際」とは、例えば友人又は知人として、会食、遊技、旅行、スポーツ等を共にするなどの交遊をしていることである。
「社会的に非難される関係」とは、例えば暴力団員等を自らが主催するパーティその他の会合に招待するような関係又は暴力団員等が主催するパーティその他の会合に出席するような関係である。

（第５号様式）
資本・人的関係のある関連業者届出調書
   　年　　月　　日

住　　　　　 所　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称 　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　

入札参加申請日現在における、資本関係・人的関係は下記のとおり相違ありません。

記
１　資本関係又は人的関係の有無　　　　　あり　・　なし　（どちらかに〇を記）
２　資本関係がある他の入札参加資格（申請）者

　　次のいずれかに該当する者について、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。

1 親会社と子会社の関係にある場合

2 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

	商号又は名称
	所　在　地
	関連内容

	
	
	

	
	
	


３　人的関係がある他の入札参加資格（申請）者

　　次のいずれかに該当する者について、下表に記入のうえ「関連内容」欄に次の該当する番号を記入してください。
①　一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合

②　一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合

	商号又は名称
	所　在　地
	関連内容
	兼任している

役員の氏名

	
	
	
	

	
	
	
	


４　その他入札の適正が阻害されると認められる場合

　　１、２と同等とみなされる関係にある者を記入し、「関連内容」を具体的に記入してください。
	商号又は名称
	所　在　地
	関連内容

	
	
	

	
	
	


※それぞれ記載欄が不足する場合は、適宣記入欄を追加してください。

（第７号の１様式）
	商号又は名称
	
	担当者氏名
	

	電場番号
	
	FAX番号
	


申請書類チェックリスト
	
	提出書類
	注意事項
	申請者
確認欄
	企業団
確認欄

	１
	競争入札参加資格更新審査申請書（第1号の1様式）
	―
	
	

	２
	建設業許可証明書又は建設業許可通知書
	☐ 許可は有効期限内か
☐ 申請業種に必要な許可はあるか
	
	

	３
	営業所一覧表（建設業許可申請時に提出した委任先の営業所を含むもの）
	☐ 代理人を定める場合は、営業所一覧の写しを添付して
いるか
☐ 登録する支店等が申請業種に必要な許可を受けているか
	
	

	４
	登記簿謄本（個人事業者の場合は身分証明書）
	☐ 発効後３か月以内のものであるか
☐ 役員全員の名前が記載されているか
	
	

	５
	委任状（第２号様式）
	☐ 法人代表者以外の支店長等が企業団との契約を締結する場合に提出
	
	

	６
	納税証明書等
	☐ 国税、県税、市町村税の納税証明書が添付されてい
るか（委任している場合は、委任所在地の証明書）

☐ 発効後３か月以内のものであるか
	
	

	７
	業者登録票（第３号様式）とデータＣＤ
	☐ 記載漏れがないか（記載が漏れている場合は、橙色で表示されます）
☐ 経営規模等評価結果通知書の数値と突合しているか
	
	

	８
	経営規模等評価結果通知書
	☐ 申請業種を受審しているか
☐ 社会保険等の加入の有無が「有」又は「除外」となっ
ているか
	
	

	９
	誓約書（第４号様式）
	―
	
	

	10
	資本・人的関係のある関連業者調書（第５号様式）とCDデータ
	☐ 社外取締役等の対象外の役員が含まれていないか
☐ ファイル名が会社名となっているか
	
	

	11
	社会保険等の加入確認資料
	☐ 経営規模等評価結果通知書において、社会保険等の有
無が「無」の場合に提出
	
	

	12
	組合員等名簿し
	☐ 事業協同組合など各種組合等として申請する場合に
提出
	
	

	13
	審査結果通知書送付用封筒
	―
	
	

	14
	申請書類チェックリスト
（第７号の１様式）
	―
	
	


申請書についての問合せ先を記載してください。





書類を郵送する前に、必ず確認し、確認欄にチェック（レ点を記入）してください。








2

